
平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 11月 29日

上   場   会   社   名       大林道路株式会社 上場取引所東 大

コード番号       1896 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 本店総務部長 東京都
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中間配当支払開始日　　      平成   -年  -月  -日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）

(1)経営成績 百万円未満切捨て

　　  売   上   高   　 営　業　利　益 　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 36,668 △ 7.0 △ 1,856 - △ 1,865 -
11年 9月中間期 39,443 △ 4.3 239 9.6 202 75.9
12年 3月期 111,510 1,499 1,351

   中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 △ 3,852 - △ 82.28
11年 9月中間期 61 - 1.32
12年 3月期 160 3.43
(注)①期中平均株式数    12年 9月中間期 46,818,807 株   11年 9月中間期 46,818,807 株   12年 3月期 46,818,807 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

12年 9月中間期 － －
11年 9月中間期 － －
12年 3月期 － 6.00

(3)財政状態

     　総  資  産      株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 80,085 24,235 30.3 517.64
11年 9月中間期 77,787 26,262 33.8 560.93
12年 3月期 94,006 28,313 30.1 604.75
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 46,818,807 株   11年 9月中間期 46,818,807 株   12年 3月期 46,818,807 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　  売   上   高 　経　常　利　益 　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 115,000 580 △ 2,300 6.00 6.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   △49 円 13 銭 
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中 間 財 務 諸 表
１. 中 間 貸 借 対 照 表

( 単位：百万円 )

期 別 当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

(平成12年9月30日現在) (平成11年9月30日現在) (平成12年3月31日現在)
比 較 増 減

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％
( 資 産 の 部 )
流 動 資 産
現 金 預 金 ５,３５８ １０,２８１ △ ４,９２２ １２,１３２
受 取 手 形 ８,７８７ ７,７５７ １,０３０ ９,３８０
完成工事未収入金 １９,８５８ ２１,５４６ △ １,６８８ ３６,７８１
売 掛 金 １,９４５ １,８３０ １１４ ３,２５９
有 価 証 券 １２２ ４２８ △ ３０６ ４２２
未成工事支出金等 １８,７５５ １４,８７０ ３,８８５ ９,３２６
不動産事業支出金 ７８ １,７４０ △ １,６６２ ７８
中間決算調整勘定 － １,１０２ △ １,１０２ －
そ の 他 流 動 資 産 １,３５８ １,２３０ １２７ １,５４２
貸 倒 引 当 金 △ １３０ △ １９９ ６８ △ １５４

流 動 資 産 合 計 ５６,１３４ 70.1 ６０,５８９ 77.9 △ ４,４５５ ７２,７７０ 77.4

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地 １１,４３３ ６,９１６ ４,５１７ １０,６４０
そ の 他 固 定 資 産 ５,５１７ ５,５３７ △ ２０ ５,７１６

有 形 固 定 資 産 計 １６,９５０ 21.2 １２,４５４ 16.0 ４,４９６ １６,３５６ 17.4
無 形 固 定 資 産 ２４２ 0.3 ２５３ 0.3 ６８ ２３９ 0.3
投 資 等 ８,２０５ ５,２９５ ２,８３０ ５,４０５
貸 倒 引 当 金 △ １,４４７ △ ８０４ △ ６４２ △ ７６５

投 資 等 計 ６,７５８ 8.4 ４,４９０ 5.8 ２,１８７ ４,６３９ 4.9

固 定 資 産 合 計 ２３,９５１ 29.9 １７,１９８ 22.1 ６,７５３ ２１,２３６ 22.6

資 産 合 計 ８０,０８５ 100 ７７,７８７ 100 ２,２９７ ９４,００６ 100

( 負 債 の 部 )
流 動 負 債
支 払 手 形 １１,８０３ １１,８７８ △ ７４ １６,７５６
工 事 未 払 金 １４,５１７ １４,０２５ ４９１ ２２,０８１
買 掛 金 ２,２５４ １,８１０ ４４３ ３,３２６
短 期 借 入 金 ７,１００ ７,２００ △ １００ ９,２００
未 成 工 事 受 入 金 ９,０９５ ７,３０３ １,７９２ ５,８００
完成工事補償引当金 ６１ ６９ △ ８ ９８
そ の 他 ２,３２６ ２,５７４ △ ２４８ ２,７５１
流 動 負 債 合 計 ４７,１５８ 58.9 ４４,８６２ 57.7 ２,２９５ ６０,０１４ 63.9

固 定 負 債
長 期 借 入 金 １,０００ ３,０００ △ ２,０００ １,０００
再評価に係る繰延税金負債 ８１８ － ８１８ ８２１
退 職 給 与 引 当 金 － ３,６６２ △ ３,６６２ ３,４９１
退 職 給 付 引 当 金 ６,４７０ － ６,４７０ －
役員退職慰労引当金 ４０３ － ４０３ ３６４
固 定 負 債 合 計 ８,６９２ 10.8 ６,６６２ 8.5 ２,０２９ ５,６７７ 6.0
負 債 合 計 ５５,８５０ 69.7 ５１,５２５ 66.2 ４,３２４ ６５,６９２ 69.9

( 資 本 の 部 )

資 本 金 ６,２９３ 7.9 ６,２９３ 8.1 － ６,２９３ 6.7

法 定 準 備 金
資 本 準 備 金 ６,０９５ ６,０９５ － ６,０９５
利 益 準 備 金 ９２０ ８８７ ３３ ８８７

法 定 準 備 金 合 計 ７,０１５ 8.8 ６,９８２ 9.0 ３３ ６,９８２ 7.4
再 評 価 差 額 金 １,１２９ 1.4 － １,１２９ １,１３４ 1.2
剰 余 金
任 意 積 立 金 １２,４６３ １２,４８１ △ １７ １２,４６５

中間(当期)未処分利益 △ ２,７６２ ５０３ △ ３,２６６ １,４３６
〔中間(当期)純利益〕 △ ３,８５２ ６１ △ ３,９１４ １６０〔 〕 〔 〕 〔 〕 〔 〕

剰 余 金 合 計 ９,７０１ 12.1 １２,９８５ 16.7 △ ３,２８４ １３,９０２ 14.8

その他有価証券評価差額金 ９５ 0.1 － ９５ －

資 本 合 計 ２４,２３５ 30.3 ２６,２６２ 33.8 △ ２,０２６ ２８,３１３ 30.1

負 債 資 本 合 計 ８０,０８５ 100 ７７,７８７ 100 ２,２９７ ９４,００６ 100



大 林 道 路 株 式 会 社 －２－

２. 中 間 損 益 計 算 書
( 単位：百万円 )

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期
期 別

自 平成12年 4月 1日 自 平成11年 4月 1日 自 平成11年 4月 1日
( ) ( ) ( )
至 平成12年 9月30日 至 平成11年 9月30日 比 較 増 減 至 平成12年 3月31日

科 目
金 額 比 率 金 額 比 率 金 額 比 率

( 経常損益の部 ) ％ ％ ％

営 業 損 益
売 上 高
完 成 工 事 高 ３１,５１３ 100 ３４,０１４ 100 △ ２,５０１ ９８,０９９ 100
製 品 売 上 高 ５,１５４ 100 ５,４２８ 100 △ ２７４ １３,４１１ 100
売 上 高 計 ３６,６６８ 100 ３９,４４３ 100 △ ２,７７５ １１１,５１０ 100
売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 ２９,９７７ 95.1 ３１,９１９ 93.8 △ １,９４２ ９１,５４５ 93.3
製 品 売 上 原 価 ４,７８３ 92.8 ４,８８７ 90.0 △ １０４ １１,６９４ 87.2
売 上 原 価 計 ３４,７６０ 94.8 ３６,８０７ 93.3 △ ２,０４６ １０３,２３９ 92.6
売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 １,５３６ 4.9 ２,０９４ 6.2 △ ５５８ ６,５５４ 6.7
製 品 売 上 総 利 益 ３７１ 7.2 ５４０ 10.0 △ １６９ １,７１６ 12.8

売 上 総 利 益 計 １,９０７ 5.2 ２,６３５ 6.7 △ ７２８ ８,２７１ 7.4
販売費及び一般管理費 ３,７６３ 10.3 ２,３９６ 6.1 １,３６７ ６,７７１ 6.1
営 業 利 益 △ １,８５６ △ 5.1 ２３９ 0.6 △ ２,０９６ １,４９９ 1.3

営 業 外 損 益
営 業 外 収 益
受取利息・配当金 ２１ ２２ △ １ ４８

有 価 証 券 売 却 益 ２０ １５ ４ １５
その他営業外収益 ２７ ３３ △ ６ ４４
営 業 外 収 益 計 ６９ 0.2 ７２ 0.2 △ ２ １０８ 0.1
営 業 外 費 用
支 払 利 息 ６４ ７２ △ ８ １４６
その他営業外費用 １４ ３６ △ ２２ １１０

営 業 外 費 用 計 ７８ 0.2 １０９ 0.3 △ ３１ ２５６ 0.2
経 常 利 益 △ １,８６５ △ 5.1 ２０２ 0.5 △ ２,０６７ １,３５１ 1.2

( 特別損益の部 )

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 １７ － １７ ０
投資有価証券評価損戻入益 － ３９ △ ３９ －
貸倒引当金戻入額 ２３ － ２３ －
特 別 利 益 計 ４１ 0.1 ３９ 0.1 ２ ０ 0.0
特 別 損 失

固定資産廃却・売却損 ３５ １９ １５ ４６
投資有価証券評価損 １２ － １２ ３８５
退職給付会計基準 ３,３０４ － ３,３０４ －
変更時差異償却額
会 員 権 等 評 価 損 ４０４ － ４０４ －
そ の 他 特 別 損 失 １６ ２５ △ ９ ５０

特 別 損 失 計 ３,７７２ 10.3 ４４ 0.1 ３,７２７ ４８１ 0.4
税引前中間(当期)純利益 △ ５,５９５ △15.3 １９６ 0.5 △ ５,７９２ ８７０ 0.8
法人税､住民税及び事業税 ５０ １３５ △ ８５ ５２８
法 人 税 等 調 整 額 △ １,７９３ － △ １,７９３ １８１
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 △ ３,８５２ △10.5 ６１ 0.2 △ ３,９１４ １６０ 0.1
前 期 繰 越 利 益 １,０８４ ４４１ ６４２ ４４１

過年度税効果調整額 － － － ８１７
税効果圧縮記帳取崩額 － － － １６
再評価差額金取崩額 ５ － ５ －
中間(当期)未処分利益 △ ２,７６２ ５０３ △ ３,２６６ １,４３６
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（中間財務諸表作成の基本となる事項）

１. 重 要 な 会 計 方 針

(１) 資 産 の 評 価の方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

売 買 目 的 有 価 証 券 時価法

満 期 保 有 目 的 債 券 償却原価法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券 時価のあるもの 中間期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し､売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

未 成 工 事 支 出 金 個 別 法 に よ る 原 価 法及 び 不 動 産 事 業 支 出 金

材 料 貯 蔵 品 移動平均法による原価法

(２) 固 定 資 産 の 減 価 償 却 の 方 法
有 形 固 定 資 産 法人税法の規定に基づく定率法によっている。ただし、平成１０年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、法人税法に

定める定額法によっている。
無 形 固 定 資 産 法人税法の規定に基づく定額法によっている。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっている。

(３) 重 要 な 引 当 金 の 計 上 の 方 法
貸 倒 引 当 金 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し､回収不能見込額を計上している。
退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき当中間期末において発生していると認められる額を計上している。
なお、会計基準変更時差異（３,３０４百万円）については、当中間期において､
全額費用処理している。

役員退職職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため､内規に基づく当中間期末要支給額を計上している。

(４) 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法
税抜方式によっている。

(５) リース取引の会計処理方法 リース取引の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

２． 追加情報

（１） 一般債権に対する貸倒引当金は、従来、法人税法に規定する法定繰入率による限度相当額を計上していたが、当中間期から

貸倒実績率による繰入額を計上する方法に変更した。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、税引前中間純損失は５９百万円多く計上されている。

（２） 当中間期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成１０年６月１６日））を適用している。この結果､従来の方法によった場合と比較して､退職給付費用が３,１９３百万円

増加し､経常損失は１１０百万円少なく、税引前中間純損失は３,１９３百万円多く計上されている。

また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示している。

（３） 当中間期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成１１年１月２２日））を適用している。この結果､従来の方法によった場合と比較して、経常損失は１３百万円少なく､

税引前中間純損失は２０百万円少なく計上されている。

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し､売買目的有価証券及び満期保有目的の債権のうち１年以内に満期の

到来するものは流動資産の有価証券として､それら以外は投資有価証券として表示している。その結果､流動資産の有価証券は

２４８百万円減少し､投資有価証券は同額増加している。

（４） 当中間期から、改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計取引基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会

平成１１年１０月２２日））を適用している。この変更による損益への影響はない。



大 林 道 路 株 式 会 社 －４－

（ 貸 借 対 照 表 の 注 記 ）

( 当 中 間 期 ) ( 前年中間期 ) ( 前 期 )

１. 有形固定資産の減価償却累計額 １５,５３４百万円 １５,０８８百万円 １５,２８９百万円

２．期末日満期手形の入出金処理 当中間期末日が銀行休業日のため、交換日によっている。
中間期末日の受取手形 ９９７百万円

支払手形 ８１百万円

（ 損 益 計 算 書 の 注 記 ）

１．当社の売上高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいため、事業年度の上半期の売上

高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動がある。

当中間期末に至る一年間の売上高は次のとおりである。

前事業年度下半期 ７２，０６７百万円

当 中 間 期 ３６，６６８百万円

１０８，７３５百万円

なお、前中間期においては、繰延処理した中間決算調整勘定は１，１０２百万円であり、流動資産の部の「中間決算調整勘定」に

計上している。

( 当 中 間 期 ) ( 前年中間期 ） ( 前 期 ）

２. 有形固定資産の減価償却実施額 ４４１百万円 ４２３百万円 ９１４百万円



大 林 道 路 株 式 会 社 －５－

（ リース取引に関する注記 ）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(１) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

( 当 中 間 期 ) 機 械 装 置 そ の 他 合 計

取 得 価 額 相 当 額 ３４２百万円 １１８百万円 ４６０百万円

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 ２３１百万円 ４２百万円 ２７４百万円

中 間 期 末 残 高 相 当 額 １１１百万円 ７５百万円 １８６百万円

( 前年中間期 )

取 得 価 額 相 当 額 ４４５百万円 １１４百万円 ５５９百万円

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 ２４７百万円 １９百万円 ２６６百万円

中 間 期 末 残 高 相 当 額 １９８百万円 ９５百万円 ２９３百万円

( 前 期 )

取 得 価 額 相 当 額 ３２４百万円 １１８百万円 ４４２百万円

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 ２１１百万円 ３１百万円 ２４２百万円

期 末 残 高 相 当 額 １１３百万円 ８６百万円 ２００百万円

(２) 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

( 当 中 間 期 ) ( 前年中間期 ) ( 前 期 )

１年内 ７５百万円 ９４百万円 ７３百万円

１年超 １２１百万円 ２１１百万円 １３８百万円

合 計 １９６百万円 ３０５百万円 ２１１百万円

(３) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

( 当 中 間 期 ) ( 前年中間期 ) ( 前 期 )

支 払 リ ー ス 料 ４３百万円 ５４百万円 ８７百万円

減価償却費相当額 ３８百万円 ４９百万円 ７７百万円

支払利息相当額 ３百万円 ４百万円 ８百万円

(４) 減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっている。

(５) 利 息 相 当 額 の 算 定 方 法 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっている。

２．オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・ リ ー ス 取 引

未 経 過 リ ー ス 料 ( 当 中 間 期 ) ( 前年中間期 ） ( 前 期 ）

１年内 １２６百万円 １２８百万円 １２６百万円

１年超 １,０１６百万円 １,１６０百万円 １,０７９百万円

合 計 １,１４２百万円 １,２８８百万円 １,２０５百万円



大 林 道 路 株 式 会 社 －６－

（ 有 価 証 券 の 時 価 等 関 係 ）

※当中間連結会計期間に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものを除く。）及び前連結会計年度に係る
「有価証券の時価等」については、中間連結財務諸表における注記事項として記載している。

（前中間会計期間） （平成１１年９月３０日現在）

有 価 証 券 の 時 価 等
( 単位：百万円 )

種 類 中間貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

(1)流動資産に属するもの
株 式 ２７９ ３４３ ６４

債 券 １８ １９ １

そ の 他 １３０ １４５ １４

小 計 ４２８ ５０８ ８０

(2)固定資産に属するもの
株 式 １,４４０ １,７２８ ２８７

債 券 － － －

そ の 他 － － －

小 計 １,４４０ １,７２８ ２８７

合 計 １,８６９ ２,２３７ ３６８

（ 注 ） １ . 時 価 等 の 算 定 方 法

(1) 上 場 有 価 証 券 主 に 東 京 証 券 取 引 所 の 最 終 価 格
(2) 店 頭 売 買 有 価 証 券 日 本 証 券 業 協 会 が 公 表 す る 売 買 価 格 等
(3) 気 配 等 を 有 す る 有 価 証 券 日 本 証 券 業 協 会 が 発 表 す る 公 社 債 店 頭 基 準 気 配 等

((1 ) , ( 2 )に 該 当 す る 有 価 証 券 を 除 く 。 )
(4 ) 非上場の証券投資信託の受益証券 基 準 価 格

(5)上 記 以 外 の 債 券 日 本 証 券 業 協 会 が 発 表 す る 公 社 債 店 頭 基 準 気 配 銘
（時価の算定が困難なものを除く。） 柄 の 利 回 り 、 残 存 償 還 期 間 等 を 勘 案 し て 算 定 し た

価 格
な お 、 残 存 償 還 期 間 の 算 定 に あ た っ て は ､ 償 還 の 日 に つ い て は 債 権 の 種 類 等 の 別 に
それぞれ償還の日として最も多く用いられている日とし、社債券の償還月については
６ 月 又 は １ ２ 月 を 償 還 の 日 と み な し て い る 。

２ ． 株 式 （ 流 動 資 産 に 属 す る も の ） に は 、 自 己 株 式 を 含 め て 表 示 し て い る 。

３ . 開 示 の 対 象 か ら 除 い た 有 価 証 券 の 中 間 貸 借 対 照 表 計 上 額

固定資産に属するもの 非 上 場 株 式 ４００百万円
（店頭売買株式を除く）

（ デ リ バ テ ィ ブ 取 引 関 係 ）
デ リ バ テ ィ ブ 取 引 の 契 約 額 等 、 時 価 及 び 評 価 損 益

該 当 事 項 な し 。



大 林 道 路 株 式 会 社

【 参 考 資 料 】

受 注 ・ 売 上 ・ 繰 越 高

（発 注 者 別） （単位：百万円）

期 別 当 中 間 期 前 年 中 間 期 増 減 ( △ ) 前 期

区 分 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 比 率 金 額 構成比

％ ％ ％ ％
受 官 公 庁 7,783 14.8 9,701 18.3 △ 1,917 △19.8 24,884 21.8

民 間 39,605 75.4 37,880 71.5 1,724 4.6 76,046 66.5

注 工 事 部 門 計 47,389 90.2 47,582 89.8 △ 192 △ 0.4 100,931 88.3

製 品 部 門 5,154 9.8 5,428 10.2 △ 274 △ 5.1 13,411 11.7

高
合 計 52,544 100 53,011 100 △ 467 △ 0.9 114,343 100

売 官 公 庁 5,173 14.1 6,405 16.2 △ 1,231 △19.2 23,917 21.5

民 間 26,340 71.8 27,609 70.0 △ 1,269 △ 4.6 74,182 66.5

上 工 事 部 門 計 31,513 85.9 34,014 86.2 △ 2,501 △ 7.4 98,099 88.0

製 品 部 門 5,154 14.1 5,428 13.8 △ 274 △ 5,1 13,411 12.0

高
合 計 36,668 100 39,443 100 △ 2,775 △ 7.0 111,510 100

官 公 庁 18,422 29.7 18,141 31.8 281 1.6 15,812 34.2
下
民 間 43,685 70.3 38,826 68.2 4,859 12.5 30,419 65.8

期
繰 工 事 部 門 計 62,108 100 56,968 100 5,140 9.0 46,232 100

越
製 品 部 門 － － － －

高
合 計 62,108 100 56,968 100 5,140 9.0 46,232 100

（ 工 種 別 ） （単位：百万円）

期 別 当 中 間 期 前 年 中 間 期 増 減 ( △ ) 前 期

区 分 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 比 率 金 額 構成比

％ ％ ％ ％
アスファルト舗装 29,078 55.3 30,455 57.5 △ 1,376 △ 4.5 65,117 56.9

受
ｾ ﾒ ﾝ ﾄ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ舗装 1,602 3.1 1,422 2.7 179 12.6 2,291 2.0

土 木 工 事 16,698 31.8 15,374 29.0 1,323 8.6 33,107 29.0

建 築 工 事 10 0.0 330 0.6 △ 320 △97.0 414 0.4
注
工 事 部 門 計 47,389 90.2 47,582 89.8 △ 192 △ 0.4 100,931 88.3

製 品 部 門 5,154 9.8 5,428 10.2 △ 274 △ 5.1 13,411 11.7
高

合 計 52,544 100 53,011 100 △ 467 △ 0.9 114,343 100

アスファルト舗装 19,728 53.8 22,802 57.8 △ 3,074 △13.5 62,102 55.7
売
ｾ ﾒ ﾝ ﾄ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ舗装 1,785 4.9 902 2.3 882 97.7 2,795 2.5

土 木 工 事 9,996 27.2 9,979 25.3 17 0.2 32,744 29.4

建 築 工 事 2 0.0 329 0.8 △ 326 △99.2 456 0.4
上
工 事 部 門 計 31,513 85.9 34,014 86.2 △ 2,501 △ 7.4 98,099 88.0

製 品 部 門 5,154 14.1 5,428 13.8 △ 274 △ 5.1 13,411 12.0
高

合 計 36,668 100 39,443 100 △ 2,775 △ 7.0 111,510 100

アスファルト舗装 36,936 59.5 32,163 56.5 4,773 14.8 27,526 59.5
下
ｾ ﾒ ﾝ ﾄ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ舗装 1,707 2.7 2,914 5.1 △ 1,207 △41.4 1,890 4.1

期 土 木 工 事 23,457 37.8 21,847 38.3 1,609 7.4 16,815 36.4

建 築 工 事 7 0.0 42 0.1 △ 34 △82.7 - -
繰
工 事 部 門 計 62,108 100 56,968 100 5,140 9.0 46,232 100

越
製 品 部 門 － － － －

高
合 計 62,108 100 56,968 100 5,140 9.0 46,232 100


